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＜概 況＞

～～～～業況業況業況業況はははは改善改善改善改善、、、、来期来期来期来期はははは悪化悪化悪化悪化のののの見通見通見通見通しししし～～～～

　平成24年7月～9月期（今期）の業況判断D.I.（良い割合から悪い割合を差引いた値）は、△14.0

（前回△19.2）となり、全国平均（△22.9）が一進一退の動きのなか、景況感に改善が見られる結

果となりました。

　また、業種別では、不動産業で△50.0となり、前回の△25.0よりも悪化となりましたが、その他

5業種では景況感に改善が見られました。

　平成24年10月～12月期（来期）の業

況予想判断D.I.は、△21.0（前回△

14.3）で悪化の見通しとなっていま

す。

　業種別の業況予想判断D.I.では、小

売業で△43.8（今期業況判断D.I.△

41.7）となり、現状推移する見込みと

なりましたが、その他の業種は景況感

の悪化が懸念される結果となりまし

た。（図表1）

　上越信用金庫では、この程上越地域の中小企業の皆様からご協力をいただき、平成24年7月～9月

期の景気の現状と平成24年10月～12月期の見通しを調査いたしました。

　対象業種は、製造業、卸売業、小売業、サービス業、建設業、不動産業の6業種です。

　なお、今回は平成24年7月に行った前回調査結果、および信金中央金庫が実施している同種の調査

結果による全国平均とを比較して分析しています。

＜調査概要＞

　1.調査時点 ： 2012年9月18日～9月28日

　2.調査方法 ： 上越地域の営業店得意先による、調査表に基づくアンケート

　3.依頼先数 ： 270社（有効回答数229社・回答率84.8％）

　4.分析方法 ： 各質問項目について、「増加」（良い）－「減少」（悪い）

　　　　　　　　の構成比の差＝判断D.I.に基づく分析

（図表1）業況判断D.I.と業況予想判断D.I.
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～～～～収益状況収益状況収益状況収益状況はははは小幅悪化小幅悪化小幅悪化小幅悪化、、、、来期来期来期来期はははは悪化悪化悪化悪化のののの見通見通見通見通しししし～～～～

　収益面では、前年同期比の売上額判断D.I.及び収益判断D.I.がそれぞれ△5.7、△3.9となり、前

回の△1.9、△4.2と比べ、小幅悪化の結果となりました。

　また、今期の収益判断D.I.が△13.5に対し、予想収益判断D.I.が△19.7となり、卸売業・サービ

ス業・建設業を中心に収益状況が悪化する見通しとなっています。

～～～～経営上経営上経営上経営上のののの問題点問題点問題点問題点とととと重点施策重点施策重点施策重点施策～～～～

　経営上の問題点の上位3項目は、「売

上の停滞・減少」、「同業者間の競争

の激化」、「人手不足」で、特に「売

上の停滞・減少」は半数以上の企業が

大きな問題点として取り上げていま

す。（図表2）

　これら経営の問題点を踏まえ、今後

の重点施策では、「販路の拡大」と

「経費の節減」を挙げており、事業効

率の追求と営業シェアーの拡大に注力

する動きとなっています。（図表3）

～～～～資金繰資金繰資金繰資金繰りはりはりはりは改善改善改善改善のののの見通見通見通見通しししし、、、、設備投資設備投資設備投資設備投資はははは積極姿勢積極姿勢積極姿勢積極姿勢～～～～

　資金繰り判断D.I.は、△7.4となり前回の△12.8、全国平均△17.8に比べ、改善する見通しと

なっています。

　また、設備投資実施企業割合は、25.3％となり前回の30.2％よりも減少しているものの、全国平

均18.1％に比べ、積極的な投資行動が見受けられます。内訳としては、機械・設備の新増設・更改

などが挙げられます。

　また、来期についても、設備投資計画企業割合が22.3％となっており、前回の28.7％より減少し

ているものの、積極的な設備投資行動が見込まれます。

～～～～卸売業卸売業卸売業卸売業・・・・建設業建設業建設業建設業でででで人手不足感強人手不足感強人手不足感強人手不足感強まるまるまるまる～～～～

　　　　人手過不足判断D.I.は、△14.4となり前回の△14.0よりも小幅ながら悪化、全国平均△5.8（マ

イナスは人手「不足」超）と比べても人手不足の状況となっています。

　業種別に見ると製造業において14.6（前回1.7）と大幅に改善したものの、一方では卸売業で△

11.8（前回△9.1）、建設業で△45.3（前回△33.9）と人手不足が顕在化する状況となっています。

～～～～利幅利幅利幅利幅のののの縮小縮小縮小縮小はははは横横横横ばいでばいでばいでばいで推移推移推移推移～～～～

　　　　販売価格判断D.I.は、△12.7となり前回の△15.8より、小幅ながら改善したものの、全国平均△

9.8に比べ、販売価格が「下降」と回答した企業が多い状況となっています。

　また、仕入れ価格判断D.I.は、13.5（前回9.4）となり、全国平均8.8に比べ上昇傾向を示してお

り、変化幅がほぼ等しいことから利幅の縮小は横ばいで推移しています。

（図表3）今後の重点施策
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（図表2）経営上の問題点
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　販売先形態別業況判断D.I.及び業況

予想判断D.I.では、今期唯一マイナス

業況を逃れた機械器具型製造業（0.0）

は、来期も同様に推移する見込みとな

りましたが、一方で消費財型（△

11.8）、建設関連型（△33.3）、部品

加工型（△50.0）の業況が来期ではそ

れぞれ△17.6、△66.7、△83.3と悪化

する見込みとなりました。（図表4）

　雇用面では、人手過不足判断D.I.が

14.6（前回1.7）となり、過剰感が高

まっています。

　また、卸売業内の今期の業種別業況

判断D.I.は、農畜産物・水産物、機械

器具、その他卸売業で0.0、その他の業

種については、マイナス景況となり、

業態全体で深刻な状況となっていま

す。業種別業況予想判断D.I.について

は、建築材料で大幅な改善が見込める

一方、農畜産物・水産物で大幅に悪

化、その他の業種は現状推移する見通

しとなっています。（図表5）

　収益判断D.I.は、11.8で前回の△4.5

から改善しているものの、来期の予想

収益判断D.I.は0.0と収益性は悪化する

見通しとなっています。

　雇用面では、人手過不足判断D.I.

は、△11.8で前回の△9.1からやや悪化

しており、依然として人手不足の状況

となっています。

＜製造業＞【回答企業41社】

　今期の業況判断D.I.は、△19.5で前回の△20.3から小幅改善しているものの、来期の業況予想判

断D.I.は、△24.4と悪化する見通しとなっています。（図表1）

　また、製造業内の今期の業種別業況判断D.I.は、全13業種のうち、窯業・土石、精密機械器具の

2業種がプラスの景況感であるものの、3業種で0.0、8業種については、依然、景況感がマイナスと

なっています。

　収益判断D.I.は△17.1で、不動産業や小売業に次いで深刻な状況となっており、来期の予想収益

判断D.I.についても△19.5で、さらに悪化する見通しとなっています。

＜卸売業＞【回答企業17社】

　今期の業況判断D.I.は、△17.6で前回の△27.3から改善し、全国平均△28.2よりも改善が見込め

る状況となりました。しかしながら、来期の業況予想判断D.I.は△35.3と大幅に悪化する見込み

で、6業種中最も悪化幅が大きくなりました。

（図表4）販売形態別業況判断の推移予想（製造業）
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（図表5）業種別業況判断の推移予想（卸売業）
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＜小売業＞【回答企業48社】

　今期の業況判断D.I.は、△41.7と不動産業に次いで深刻な状況となりました。また、来期の業況

予想判断D.I.についても、△43.8と現状推移する見込みとなっており、深刻な状況は依然続く見通

しとなっています。（図表6）

＜サービス業＞【回答企業64社】

　今期の業況判断D.I.は、0.0と前回の△8.8から小幅ながら改善し、全国平均△21.0に比べても改

善傾向にありますが、来期の業況予想判断D.I.は△10.9と小幅悪化する見通しとなっています。

　また、小売業内の業種別業況予想判

断D.I.は、飲食料品、その他の小売業

で来期に向けて改善が見込める状況と

なっています。（図表7）

　売上判断D.I.は△45.8（前回△

17.3）、収益判断D.I.も△37.5（前回

△26.9）と低く、前回よりも大幅に悪

化しており、来期の予想収益判断D.I.

も△31.3と深刻な状況が続く見通しと

なっています。

　販売価格判断D.I.は△18.8（前回△

32.7）となり販売価格は上昇していま

すが、仕入れ価格判断D.I.が8.3（前回

△3.8）となり仕入価格も上昇してお

り、結果として利幅の縮小が進む状況

となっています。

　雇用面では、人手過不足判断D.I.

は、△4.2（前回△5.8）で、人手不足

感はやや解消の状況となりました。

（図表7）業種別業況判断の推移予想（小売業）
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（図表6）業況判断D.I.の推移
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　売上判断D.I.は4.7（前回20.6）、収

益判断D.I.は△9.4（前回11.8）とな

り、売上げについては、前回よりも大

幅に悪化し、収益性も低下していま

す。これは仕入れ価格判断D.I.が14.1

（前回10.3）となり仕入価格が上昇し

たものの、販売価格判断D.I.も6.3（前

回△5.9）となり販売価格が上昇したこ

とで、利鞘がある程度確保されたもの

の、売上が大幅に減少したことによ

り、収益性が悪化する状況となったこ

とが窺えます。

　雇用面では、人手過不足判断D.I.は

△17.2（前回△19.1）で、人手不足の

状況が続いています。

　また、サービス業内の今期の業種別業況判断D.I.は、全7業種のうち、旅館・その他の宿泊所、そ

の他の修理業、情報サービス・調査・広告業の3業種でプラスの景況感であるものの、3業種で0.0、

その他のサービス業で唯一マイナスの景況感となりました。なお、来期に向けては、旅館・その他

の宿泊所が大幅な悪化を見通す結果となりました。（図表8）

（図表8）業種別業況判断の推移予想（サービス業）
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以 上

＜建設業＞【回答企業53社】

　今期の業況判断D.I.は、3.8で前回の0.0よりも小幅ながら改善していますが、来期の業況予想判

断D.I.は0.0となったことから、来期に向けて小幅悪化する見通しとなっています。

＜不動産業＞【回答企業6社】

　今期の業況判断D.I.は、△50.0と前回の△25.0よりも悪化し、全国平均△9.6と比べても、大幅に

悪化している状況であり、業況予想判断D.I.も△66.7と6業種中最も悪いことから、来期についても

さらに厳しい状況が続くことが予想されます。

　売上判断D.I.は△50.0（前回25.0）と売上は減少傾向、収益判断D.I.は△66.7（前回37.5）と前

回から大幅に悪化しており、販売不振により収益性が悪化する状況となっています。なお、予想収

益判断D.I.は△33.3と収益は来期に向けて改善する見通しとなっています。

　また、仕入れ価格判断D.I.が、△33.3で6業種中最も低く、販売価格判断D.I.も△33.3（前回△

12.5）に低下したことから、結果として収益判断D.I.を△66.7（前回37.5）に悪化させる一要因と

なりました。

　雇用面では、人手過不足判断D.I.は0.0（前回△12.5）となっており、人手過不足感は解消された

状況となっています。

　売上判断D.I.は18.9（前回23.2）、

収益判断D.I.は3.8（前回14.3）とな

り、収益性が悪化する状況となってい

ます。また、仕入れ価格判断D.I.の

30.2（仕入れ価格の上昇）は、6業種中

最も高く、販売価格判断D.I.も△18.9

（販売価格の低下）と低くなってお

り、仕入高・販売安による利幅の縮小

で、予想収益判断D.I.は△11.3と悪化

する見通しとなっています。

　雇用面では、人手過不足判断D.I.は

△45.3（前回△33.9）と6業種中最も低

く、依然として人手不足の厳しい状況

が続いています。

　また、建設業内の今期の業種別業況判断D.I.は、設備工事業でマイナスの景況感となりました

が、来期に向けては、総合工事業・職別工事業が景況悪化を見通す一方で、設備工事業のみ改善す

る見込みとなりました。（図表9）

（図表9）業種別業況判断の推移予想（建設業）

0.0%

-9.1%

20.0%

23.1%

-18.2%

-25.0%

-20.0%

-15.0%

-10.0%

-5.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

今期（7-9月） 来期（10-12月）

総合工事業

職別工事業

設備工事業
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（備考）　最大3つまで複数回答可

上位4項目の回答割合（業種別）

製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業 全体 全国

新聞・雑誌 34.1% 5.9% 25.0% 29.7% 20.8% 0.0% 24.9% 47.2%

テレビ・ラジオ 12.2% 29.4% 41.7% 20.3% 20.8% 33.3% 24.5% 24.7%

販売・仕入先 19.5% 29.4% 10.4% 9.4% 18.9% 16.7% 15.3% 52.1%

インターネット 19.5% 5.9% 6.3% 21.9% 9.4% 16.7% 14.0% 36.0%

（備考）　最大3つまで複数回答可

特別調査の結果について
～中小企業における事業上の情報収集・発信について～

～～～～主主主主なななな情報収集源情報収集源情報収集源情報収集源ははははメディアメディアメディアメディア市場市場市場市場からからからから～～～～

　事業展開上の情報収集に活用している媒体・機関

については、全体的に「新聞・雑誌」（24.9％）、「テレ

ビ・ラジオ」（24.5％）の回答割合が高く、これに「販

売・仕入先」（15.3％）が続く結果となりました。

　上位3項目の回答割合を業種別にみると、「新聞・

雑誌」は製造業やサービス業で、「テレビ・ラジオ」は

小売業や不動産業で高くなっています。

　なお、「販売・仕入先」は卸売業でやや高い回答割

合となりました。

　ちなみに、全国では「販売・仕入先」（52.1％）、「新

聞・雑誌」（47.2％）、「インターネット」（36.0％）と続く結

果となっています。

事業展開上の情報収集に活用している媒体・機関

24.9%

24.5%

15.3%

14.0%

7.9%

5.7%

2.6%

2.2%

2.2%

0.9%

0.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

新聞・雑誌

テレビ・ラジオ

販売・仕入先

インターネット

特にない

行政機関

コミュニティ

金融機関

専門家

その他

無回答・不明

取引推進上活用している情報発信媒体

27.5%

13.5%

6.1%

5.2%

4.4%

3.5%

2.2%

2.2%

0.4%

34.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

新聞・雑誌

自社ホームページ

コミュニティ誌等

テレビ・ラジオ

看板・ポスター

インターネット

ダイレクトメール

その他

電話・ファクシミリ

特にない

～～～～約約約約3333割割割割のののの企業企業企業企業がががが新聞新聞新聞新聞・・・・雑誌等雑誌等雑誌等雑誌等をををを活用活用活用活用～～～～

　取引推進上活用している情報発信媒体について

は、「特にない」の回答割合が34.9％で最多となりま

した。

　一方で、「新聞・雑誌」の回答割合が27.5％、「コミュ

ニティ誌等」の回答割合が6.1％となっています。全国

では「自社ホームページ」（29.7％）、「インターネット」

（15.5％）と相当数の企業がＩＴ機器を活用しています

が、当地域では相対的に低くなっています。
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※　実質的な状況を確認するため、「どちらともいえない」「無回答」は非表示としています。

※　また、「あまり実現していない」「実現していない」をマイナス表示しています。

情報発信媒体に期待する効果

無回答・不明

10.9%

知名度・信用

力の向上

18.8%

新規顧客の

獲得

37.1%
行っていない

20.1%

その他

1.3%

既存先との

取引拡大

11.8%

～～～～情報発信情報発信情報発信情報発信のののの主主主主なななな目的目的目的目的はははは新規顧客新規顧客新規顧客新規顧客のののの獲得獲得獲得獲得～～～～

　情報発信媒体に期待する主な効果ついては、「新

規顧客の獲得」の回答割合が37.1％、「知名度・信用

力の向上」が18.8％「既存先との取引拡大」が11.8％

となりました。

　一方で、「情報発信を行っていない」の回答割合が

20.1％と約2割を占めています。

　期待する効果の実現状況については、「期待以上

に実現している」と回答した企業は無く、全体では

「あまり実現していない」「実現していない」の回答割

合が「おおむね実現している」の回答割合を上回りま

した。しかしながら、卸売業とサービス業においては

情報発信の効果を実感している企業が相対的に多く

なっています。

効果の実現状況（業種別）

23.5% 16.7%
29.7%

16.7% 17.5%

-22.0%
-5.9%

-18.8%
-9.4% -7.5%

-33.3%

-13.5%

-14.6%

-5.9%

-8.3%

-4.7% -7.5%

-16.7%

-8.3%

7.3% 9.4%

-60.0%

-50.0%

-40.0%

-30.0%

-20.0%

-10.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業 合計

おおむね実現している あまり実現していない 実現していない

ソーシャルメディアの利用状況

7.3%

16.7%

1.9%

10.9%

92.7%

94.1%

83.3%

81.3%

98.1%

100.0%

89.1%

0.0%

18.8%

5.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

製造業

卸売業

小売業

サービス業

建設業

不動産業

総計

ソーシャルメディアの今後の利用方針

1.7%

19.2%

33.2%

5.2%

27.5%

2.2%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

利用開始予定 利用検討 どちらともいえない あまり利用したくない 今後も利用しない 無回答・不明

～～～～ソーシャルメディアソーシャルメディアソーシャルメディアソーシャルメディアのののの利用利用利用利用はははは約約約約1111割割割割～～～～

　事業上の情報収集・発信にソーシャルメディア（ＳＮ

Ｓ、ブログなど、インターネットを利用してコミュニケー

ションを促進するサービス）を利用している企業は、

10.9％にとどまりました。現状、当該サービスをビジネ

スツールとする企業は少ない状況です。

　また、利用していない企業における今後の利用方

針も「利用開始予定」「利用検討」と回答する割合は

約2割にとどまりました。
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（備考）　最大3つまで複数回答可

上位3項目の回答割合（業種別）

製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業 総計

セキュリティ確保への不安 31.7% 23.5% 8.3% 15.6% 20.8% 16.7% 18.8%

人材の不足 12.2% 11.8% 25.0% 17.2% 9.4% 33.3% 16.2%

コスト負担が大きい 12.2% 0.0% 12.5% 14.1% 7.5% 16.7% 10.9%

事業上の情報収集・発信においてインターネットを利用する際の課題

18.8%

16.2%

10.9%

6.6%

6.1%

6.1%

3.5%

0.9%

0.0%

27.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

セキュリティ確保への不安

人材の不足

コスト負担が大きい

ノウハウがない

効果が検証できない

取り組む余裕がない

必要性を感じない

利用できる環境がない

その他

特にない

～～～～セキュリティセキュリティセキュリティセキュリティ・・・・人材人材人材人材・・・・ノウハウノウハウノウハウノウハウ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　確保確保確保確保がががが課題課題課題課題～～～～

　事業上の情報収集・発信にインター

ネットを利用する際の課題については、

「特にない」の回答割合が27.9％と最多

となりました。一方、「セキュリティ確保

への不安」、「利用に長けた人材の不

足」、「有効活用するノウハウがない」が

高い回答割合となっており、セキュリ

ティ・人材・ノウハウの確保・充実を課題

ととらえる企業も少なくないことが浮き

彫りとなっています。

　また、上位3項目の回答割合を業種別

にみると、「セキュリティ確保への不安」

は製造業・卸売業・建設業で、「人材の

不足」は小売業や不動産業で、「コスト

負担が大きい」は卸売業・建設業を除い

てほぼ同水準となっています。
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